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取組
年度

地 区 名 取 組 内 容

平成
28年度

① 岐阜県下呂市萩原町羽根地区
地域の話合いにより集落営農法人を設立して担い手へ

の農地集積を拡大

平成
29年度

② 岐阜県郡上市美並町根村地区
関係機関の取組により近隣の集落営農法人へと円
滑に農地が集積

平成
30年度

③ 愛知県豊川市長沢地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地
を一般社団法人に集積

令和
元年度

④ 岐阜県高山市丹生川地区
就農支援チームによる農地バンクを活用した新規
就農者への集積・集約

令和
元年度

⑤ 愛知県豊田市押井地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の水田
を一般社団法人に集積

令和
元年度

⑥ 三重県玉城町原地区
遊休農地を集約して7.3haのキウイフルーツ団地
が誕生

令和
２年度

⑦ 岐阜県山県市伊自良地区
飼料の自家生産をめざす地域の畜産法人に牧草栽
培用の水田を集積

令和
２年度

⑧ 愛知県新城市菅沼地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地
を個人の担い手に集積

令和
２年度

⑨ 三重県津市中ノ村地区
「担い手を逃がすな！」を合言葉に担い手への集
積・集約化を実現

令和
２年度

⑩ 岐阜県恵那市中野方地区
機構関連農地整備事業を活用して地域の集落営農
法人に農地を集積

中山間
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取組
年度

地 区 名 取 組 内 容

令和
３年度

⑪ 岐阜県養老町室原小栗栖地区
機構関連農地整備事業を契機とした担い手への
農地集積と経営の安定化

令和
３年度

⑫ 岐阜県中津川市阿木両伝寺地区
農地バンク事業の継続的な取組みによる集約化
等の進展

令和
３年度

⑬ 愛知県名古屋市中川区福島地区 農地の利用方針に応じた集積・集約化を実現

令和
３年度

⑭ 愛知県豊川市萩地区
農地中間管理機構関連農地整備事業を活用し、
集積と集約化を実現
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地域の話合いにより集落営農法人を設立して担い手への農地集積を拡大

① 地区内の農家で農事組合法人の設立準備員会を立ち上げて検討を開始し、県・市・JAの職員で

構成する税務研修や先進地視察等を行って、法人設立を支援した。

② 農地バンクの担い手育成推進チームは県と連携して当該地区を重点実施区域に指定し、バンク

職員が新法人への農地集積等に関する説明会を開催して農地所有者等の理解を促進した。

③ 平成30年度から基盤整備事業をスタートさせ、１区画が0.3～１ha のほ場の整備を目指してい

る。

✓ 大型機械導入と育苗ハウ

スの設置により生産性が

向上

✓ 区画整理により農作業や

農地管理を効率化

農地バンク
活用面積

借入面積 34.7ha

転貸面積 34.7ha

新規集積面積 34.7ha

地区内農地面積 49.1ha

取組の内容

市中央部の中山間に位置する水稲を中心とした地域。用排水施設の老朽化や農地区画の狭小と

いった基盤不良により、離農や規模縮小を考える農家の増加が課題となっていた。

地区の概要 取組の成果

農事組合法人設立後農事組合法人設立前

【 大型機械による収穫の様子 】

：担い手への農地集積面積の増加

中山間 基盤整備地域協議 集約化 岐阜県

「取組のポイント」

✓ 農家の高齢化が進む中、将来にわたって営農を継続し得る農事組合法人を設立

✓ 農地バンクを活用して当該法人に農地を集積するとともに、基盤整備事業を実施

平成27年 平成28年

集積面積・集積率 10.5ha(21.4%) 37.4ha(76.2%)

平均経営面積 1.5ha/経営体 7.5ha/経営体

平均団地面積 1.0ha/団地 4.7ha/団地

平成

28年度①岐阜県下呂市萩原町羽根地区
げ ろ し は ぎ わ ら ち ょ う は ね



関係機関の取組により近隣の集落営農法人へと円滑に農地が集積

① 推進チームが地区役員等を集め、検討会で担い手確保について話し合った結果、経営規模拡大を

志向していた近隣の集落営農法人が農地を活用することとなり、参入をアプローチした。

② アンケート調査や農地バンク活用の説明会を継続的に行い、近隣の集落営農法人に農地を任せる

ことや暗渠排水を施工すること等について、農地所有者から了解を得た。

③ 推進チームが集落営農法人と農地所有者を集めて貸借条件のマッチング会議を開催し、畦畔や農

道は経営転換協力金等を活用して共同管理し、賃料は使用貸借とすること等について合意した。毎

年、集落営農法人と農地所有者が話合いを行い、課題等の解決に取り組んでいる。

✓ 近隣の集落営農法人に地域

内の農地の約５割を集積し

た結果、当該法人の経営面

積は1.5倍に増加

✓ 水田の汎用化により、大

豆・大麦・たまねぎ等を導

入し、法人の経営がより一

層安定化

農地バンク
活用面積

借入面積 7.8ha

転貸面積 7.8ha

新規集積面積 7.8ha

地区内農地面積 13.9ha

取組の内容

取組の成果

【 汎用化された水田の様子】

中山間地に位置する水田単作地帯で、湿田が多く耕作条件も悪いことから、担い手が減少。農業者

の高齢化も進行し、今後の地域農業の維持が課題となっていた。

：集落営農法人に集積された農地

地区の概要

中山間 基盤整備地域協議 集約化

岐阜県

バンク活用後バンク活用前

平成28年 令和29年

集積面積・集積率 0.0ha(0.0%) 7.8ha(56.1%)

平均経営面積 0.0ha/経営体 7.8ha/経営体

平均団地面積 0.0ha/団地 1.3ha/団地

「取組のポイント」

✓ 農地バンク・市・JA・県で構成する担い手育成推進チームが、地域に話合いを
働きかけるとともに、近隣の集落営農法人にもアプローチ

✓ 出し手と受け手の貸借条件を調整するマッチング会議で集積を推進

平成

29年度②岐阜県郡上市美並町根村地区
ぐじょうし みなみちょう ねむら



「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地を一般社団法人に集積

① 将来の地域農業のあり方を検討するため、市が農地バンクや農業委員会等と連携して地元説明会

を重ね、地域全体の営農を担う一般社団法人（非営利型法人）の設立に至った。

② 所有者不明の農地についても公示手続を進めながら集積に取り組んだ結果、地域の農地の約９割

を法人に集積することができた。当面、自作を希望する農業者については、法人と特定農作業受委

託契約を結んで、引き続き営農できるようにした。

③ 法人が地域集積協力金の受け皿となり、協力金（非課税）を法人運営費に充当し、草刈等の共同

作業（農地の維持管理）を行っている。

✓ ほ場整備や新たな特産物

の導入等の検討を進め、

法人の経営発展を目指し

ている。

✓ 遊休農地化させないよう

共同作業した結果、地域

全体で農地保全の意識が

高まった。

農地バンク
活用面積

借入面積 34.4ha

転貸面積 34.4ha

新規集積面積 27.7ha

地区内農地面積 38.0ha

取組の内容

取組の成果

【 定時総会の様子 】

三方を山に囲まれた中山間地域で、音羽米（有機肥料・減農薬による地域の特別栽培米）の生産に

取り組んできたが、高齢化と後継者不足による危機感から、地域農業の将来が懸念されていた。

地区の概要

：一般社団法人に集積された農地（赤色は所有者不明農地）

中山間 地域協議 集約化

愛知県

豊川市

バンク活用後バンク活用前

平成29年 平成30年

集積面積・集積率 6.4ha(16.8%) 34.4ha(90.5%)

平均経営面積 6.4ha/経営体 34.4ha/経営体

平均団地面積 0.2ha/団地 2.9ha/団地

平成

30年度③愛知県豊川市長沢地区

「取組のポイント」

✓ 一般社団法人を設立し、農地バンクを活用して地域の農地の大半を当該法人に集積

✓ 当該法人が地域集積協力金の受け皿となり、法人運営費として協力金を有効活用

と よ か わ し な が さ わ



就農支援チームによる農地バンクを活用した新規就農者への集積・集約

① 市では関係機関、農地バンクの現地駐在員、指導農業士会等により就農支援協議会（支援チー

ム）を組織し、新規就農者の確保に向け、就農フェア、就農体感ツアー、短期・長期研修、と段階

を踏んだサポートを実施している。

② 新規就農者が優良な農地で営農できるよう、新規就農者に優先的に農地を貸し付けるという、新

規就農者モデル団地化構想（モデル団地）を策定し、併せて基盤整備事業による団地の造成を計画

した。

③ 就農者支援チームが精力的に農地所有者を巡回したことで、農地バンク事業、モデル団地につい

て地域全体の合意が得られ、基盤整備事業の実施に至った。現在、団地内では19経営体の新規就農

者に対して、農地バンクを通じて農地を貸し付けている。

✓ 団地化構想により集積・

集約が進み、作業効率が

向上

✓ 農地バンクからまとまっ

た農地を借り受け、Ｈ26

～R２年度までに２団地

で19経営体24名が新規

就農

取組の内容

中山間地域に位置しており、担い手の大半が高齢農家で後継者不足のため、新規就農者の育成・確保が不可

欠であったが、農地所有者の理解が得られず、新規就農者の農地確保が課題となっていた。

地区の概要 取組の成果

新規就農中山間

【 就農体感ツアーの様子 】

バンク活用後

： 新規就農者が営農する農地

大萱坪野団地

基盤整備地域協議

岐阜県

バンク活用後

農地バンク
活用面積

借入面積 9.6ha

転貸面積 9.6ha

新規集積面積 9.6ha

地区内農地面積 58.1ha

令和

元年度

平成26年 令和元年

集積面積・集積率 36.4ha(62.7%) 48.4ha(83.3%)

④岐阜県高山市丹生川地区

「取組のポイント」

✓ モデル団地化構想を策定し、園芸産地を支える新規就農者へ優先的に農地を貸付け

✓ 新規就農者の経営単位に見合う面積のまとまった農地を確保

法力中根団地

た か や ま し に ゅ う か わ


